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序    文 

 

独立行政法人国際協力機構（旧事業団）は、ガーナ国政府の要請を受けて、平成

9年 8月から 5年間、同国の灌漑地区におけるモデル営農体系の確立を目指すプロ
ジェクト方式技術協力「ガーナ国灌漑小規模農業振興計画」を実施しました。  
その後、このプロジェクトにて提言のあった営農支援システムの強化・改善及

び他灌漑地区への普及システムの強化を行うため、ガーナ国政府は我が国に、灌

漑地区の営農システム改善のためのガイドライン及び戦略の策定を目標としたフ

ォローアップ協力を要請し、2002 年 8 月 1 日から本件協力を開始しています。  
今般はプロジェクト終了を 2 カ月後に控え、協力期間中の活動実績などを総合

的に評価するとともに、今後の対応策などを協議することを目的として、平成 16
年 5 月 19 日から 6 月 6 日まで、国際協力機構農村開発部第 3 グループ主査 高田
浩幸を団長とする運営指導（終了時評価）調査団を現地に派遣し、ガーナ国側評

価チームと合同でプロジェクト活動の最終評価を行いました。  
この結果、プロジェクトは概ね順調に進捗し、プロジェクト終了までにプロジ

ェクト目標をほぼ達成できる見込みであることが明らかになり、当初計画どおり、

平成 16 年 7 月 31 日をもって終了することが妥当と判断されました。  
本報告書は、同調査団によるガーナ国政府関係者との協議並びに調査・評価結

果を取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に

広く活用されることを願うものです。  
ここに、本調査にご協力いただいた内外の関係各位に対し、心から謝意を表し

ます。  
 
平成 16 年 8 月  
 

独立行政法人国際協力機構  
農  村  開  発  部  
部   長  古   賀  重   成  
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名： ガーナ共和国 案件名：灌漑小規模農業振興計画 
フォローアップ協力 

分野：農業一般 援助形態：プロジェクト方式技術協力

所轄部署：農村開発部第三グループ乾燥畑作地帯第二チーム 協力金額（評価時点）：2.77億円 
先方関係機関：ガーナ灌漑開発公社 
（責任機関：食糧農業省） 
日本側協力機関：農林水産省 

 
 

協 力 期 間 

(R/D)：1997.8.1～2002.7.31
(延長)：  
(F/U)：2002.8.1～2004.7.31
 他の関連協力：ガーナ既存灌漑施設 

改修計画 
１－１ 協力の背景と概要  

ガーナ国の農業は GDP の約 40％を占める基幹産業であるが、大部分を小規模農家の天水による生
産に依存しており、天候不順、輸入作物との競合、構造調整下での農業支援サービスの縮小等により

農業部門の成長率は停滞している。また、灌漑開発公社（GIDA）は 22 カ所の灌漑事業地区を運営管
理しているが、水管理・営農技術の未熟さ、予算・職員の不足、施設の機能低下等により事業地区の

農業生産は停滞している。 
 かかる状況を踏まえ、ガーナ国政府は既存灌漑地区の機能回復と農民自身による施設の運営維持管

理の促進を目指し、GIDA 事業地区で農業を営む小規模農家のための持続的な営農体系の確立と小農
への技術支援体制の強化を目的とするプロジェクト方式技術協力を 1995年 2月にわが国に対し要請し
てきた。これを受け、わが国は 1997年 8月からプロジェクトを開始し、2002年 7月までの 5年間の
協力の後 2年間のフォローアップが提言され、2004年 7月までの予定でフォローアップ協力を実施し
ている。 
 
１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 
灌漑開発公社管轄下における全灌漑事業地の営農システムが改善される。 

(2) プロジェクト目標 
灌漑公社管轄下の灌漑事業地の営農システムを改善するためのガイドラインと戦略が策定され

る。 
(3) 成果 
1) アシャマン灌漑事業地における営農システムが改善される。 
2) オチェレコ灌漑事業地における営農システムが改善される。 
3) 営農システム改善のために必要な技術、手法が明確化される。 
4) 20の灌漑事業地における営農システム改善のためのニーズと活動が確認される。 
(4) 投入（評価時点） 

 日本側： 
  長期専門家派遣     4名   機材供与        0.13億円 
  短期専門家派遣     9名   ローカルコスト負担   0.30億円 
  研修員受入       4名  
 相手国側： 
  カウンターパート配置  37名   機材購入 
  土地・施設提供          ローカルコスト負担   5.39億セディ 
   その他 

 ２．評価調査団の概要 

調 査 者 

総    括： 高田 浩幸 JICA農村開発部第三グループ乾燥畑作
地帯第二チーム主査 

営    農： 君島 崇  （株）レックス・インターナショナル 
評価分析： 道順 勲  中央開発（株） 
計画評価： 松浦 宏  JICA農村開発部第三グループ乾燥畑作

地帯第二チーム 
調 査 期 間 2004年 5月 19日～2004年 6月 6日 評価種類：終了時評価 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 「22カ所の灌漑事業地区における営農システム改善」については、本格フェーズでの目標達成度が
不十分と評価された営農技術や営農支援サービスの改善が実施された。インパクト評価調査結果や農

民を含む関係者へのインタビュー結果から、その目標を達成したと判断する。「営農システム改善のた

めに必要な技術・手法の明確化」については、本格フェーズで有効性が確認された技術を中心に技術

ガイドラインが既に作成されている。「20 の灌漑事業地における営農システム改善のためのニーズと
活動の確認」については、農民参加型ワークショップを通じ、22カ所の灌漑地区が抱える問題点に対
する解決策を含む戦略が取りまとめられた。そして、農民組織が実施できるものは、着実に実施に移

されていることから、高い実績をあげていると言える。 
 
３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 
本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、ガーナ国の食糧農業セクター開発政策の

重点事項である「灌漑農業の生産性向上と収益性向上」、「研究開発と適正技術の普及」、「人材開

発と農業関連組織の強化」の方向性と合致している。また、営農システムや営農支援サービスが

改善されることは、灌漑事業地の農家のニーズに見合うものである。さらに、我が国の対ガーナ

国援助重点分野（農業開発）とも合致する。よって、本プロジェクトの妥当性は高い。 
(2) 有効性：高い 
プロジェクト目標である、技術ガイドラインと戦略は既に作成されている。技術ガイドライン

には、灌漑農業において根幹をなす各分野の技術が取りまとめられている。今後、内容の更なる

改善が必要になると考えられるが、これまでガーナ国にこのような灌漑農業に関する包括的な技

術書がなかったことを考えると、非常に大きな成果である。また、戦略は各灌漑事業地で実施に

移され、効果も出始めていることから、これも大きな成果である。本プロジェクトの有効性は高

い。 
(3) 効率性：高い 
投入はほぼ計画通り実施され、成果達成のために有効に活用されている。アウトプットの達成

度も高い。本プロジェクトの効率性は高い。 
(4) インパクト：灌漑事業地の営農システム改善に向けてプラスのインパクトが出始めている。 
本プロジェクトにおいて農民参加によるワークショップにより戦略が作成された後、GIDA 管

轄下のそれぞれの灌漑事業地では戦略に示された活動計画のうち、農民が担当責任を受け持つ活

動は、すでに農民達が実施し始めている。その結果として、生産・収量増加、灌漑用水の節約、

農民組織化・強化・活性化、所得増加など各種の良い効果が出始めている。その他、カウンター

パートが問題解決のための論理的思考を身につけたこと、農民の意識向上（自助努力による活動

の必要性の認識）、農民と GIDAとの関係改善、生活水準向上などのインパクトも認められる。
(5) 自立発展性 
1) 組織制度面：  

GIDAは政府の灌漑事業地を管理する唯一の機関であり、現状に即した実現可能な灌漑セクタ
ー政策が策定され、灌漑農業における GIDAの役割が明確化されることで、より GIDAの組織制
度的自立発展性が確保される。 
2) 財政面：  
ガーナ国中央政府の GIDAへの予算支出は少なく、農民への支援サービス提供に必要な活動予

算が極めて少ない。財政状況の厳しさは、ガーナ国政府機関に共通の課題であるが、ガーナ国政

府の重要政策である食糧安全保障や貧困削減を実現する上では、GIDAに対し灌漑農業振興に十
分な予算が計上されることが必要である。 
3) 技術面：  

GIDAのカウンターパートは、日本人専門家と共に活動し、日々の業務を通じてあるいは、日
本での研修を通じてより高い技能を身につけた。特に、技術ガイドラインの作成作業、GIDA管
轄下の各灌漑事業地に対するワークショップ開催や技術研修の実施を通じて技能を身につけた。

今後とも継続して GIDAに勤務するのであれば、GIDAの技術面の自立発展性はある。 
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３－３ 効果発現に貢献した要因 

戦略の作成においては、あらかじめワークショップ実施に必要なファシリテーターをカウンターパ

ートの中から育成し、その後、農民参加型ワークショップを実施した。農民が直面している問題や解

決すべき課題を議論し、解決すべき事項に優先順位を付け、農民自身の能力で実施できること及び関

係機関の協力の必要な事項を明確にした行動計画が取りまとめられた。このように、ボトムアップ方

式の意志決定により作られた行動計画であることが、その後の良い成果が発現する要因となっている。

また、本プロジェクトにより実施状況を定期的にモニタリングしていることも、貢献要因の一つであ

る。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

阻害要因となったとまでは言えないが、「営農システム」という用語について、その概念や定義が整

理されておらず、意志統一できていたとは言えない。「営農システム」という一般化されていない用語

（一般的に使用されていない用語）を計画に用いたことが、適切であったかどうか疑問である。 

 

３－５ 結論 

 本プロジェクトは、灌漑農業を営む中小規模農家のニーズ、ガーナ国政府の食糧農業政策及びわが

国の協力方針に合致する。プロジェクト目標やアウトプットは、それぞれその目標を既にほぼ達成し

ている。そして、本プロジェクト実施により、数々の良いインパクトが生じている。特に、GIDA 管
轄下 22の灌漑事業地区において、農民参加のもと作成された戦略の中の行動計画の実施により、イン
パクトがもたらされつつある。なお、自立発展性に関しては、GIDA の財政的脆弱性があるため、こ
れまでの協力により GIDA に蓄積してきた技術面とソフト面の能力を活用し、GIDA が灌漑事業地区
の灌漑農業の改善と振興を支援する機関としての役割を継続するうえでの課題がある。 
 以上の評価結果から総合的に判断して、本プロジェクトは、高い有効性を持ち、多くの良いインパ

クトが生じていることからプロジェクト目標を達成したと言える。GIDAの財政的課題はあるものの、
本プロジェクトにより、上位目標である「灌漑公社管轄下における全灌漑事業地の営農システムが改

善される」の達成に向けての基礎が確立されたと言える。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

達成されたプロジェクト目標を持続発展させ、上位目標の達成を図るには、以下の課題に取り組む

必要がある。 
(1) 技術の指導及び普及の必要性 
農家の収入増加（貧困削減）のためには、GIDA は農家への技術指導及び普及に一層重点を置

く必要がある。灌漑施設、農業機械の操作や管理、マーケティング、農民の組織化等には政府の

支援が必要であり、今後も継続的に技術指導及び訓練が行われることが望ましい。 
(2) 関連法律・制度の制定 

1990年代に農民参加型灌漑管理の概念が GIDAに取り入れられて以来、それに関する法律、制
度が整備されてこなかった。農民参加型灌漑管理を有効的、持続的なものにするためには、こう

した法律や制度の整備が不可欠である。 
(3) 政府によるポンプ灌漑への補助 

     ガーナ国の地形条件を考慮すると、重力灌漑のみで対応することはできず、ポンプ灌漑が不可
欠である。しかしながら、現在のポンプの運転費用負担は極めて大きく、採算が合わない。ガー

ナ国政府が、灌漑分野における電気料金、燃料費の値下げ等の対処策を行うことが望ましい。 
(4) 灌漑分野への予算拡大の必要性 

中央政府による GIDA への歳出は非常に小さく、ドナーの援助無しには新規開発や既存灌漑施
設の改修といった事業が行えない状況である。ガーナ国における持続的灌漑農業の発展及び食糧

安全保障や貧困削減のためには、灌漑農業に対する十分な予算割り当てが必要である。 
また GIDAは、例えば灌漑施設整備に地方議会共通基金（District Assembly Common Fund）の充

当を検討するといった、財源確保のための多角的な活動を行うことが望ましい。 
(5) 政策及び将来の展望の明確化 

ガーナ国政府の灌漑農業に関する現実的な政策及び将来の展望は現在無い。貧困削減戦略の中

では、毎年 5,000haの新規灌漑地区の開発をうたっているが、これまでの成果と照らし合わせると、
非現実的で過大な目標である。それゆえ、現況に則した政策と展望を打ち立てるべきである。 
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３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営

管理に参考となる事柄） 

本プロジェクトの成果を高めた要因として、「農民の自主性の重視」と「個別技術と支援活動を総合

化した営農システムの確立」が挙げられる。プロジェクトを成功裏に実施するためには、開発の主役

である農民が主要な役割を担い、彼らの意志で考え、行動することが必要である。関係機関による適

切な指導および支援を行いつつ、農民の自立のため、農民自身にやる気を持たせることが大切である。

また、農業プロジェクトにおいてプロジェクトの自立発展を保証するためには、個別技術（栽培、

水管理、農業機械及び農民組織）及び支援サービス（投入財のための融資、技術指導、訓練等）によ

り構成される確固たる営農システムの確立の重要性が明らかとなった。 

なお課題としては、灌漑栽培作物の選択は収益性及び市場性を考慮して行うべきである事が挙げら

れる。ガーナ国のように灌漑農業における高い生産費及び近年の輸入米との厳しい価格競争にさらさ

れている場合、灌漑条件下での稲作は必ずしも魅力的なものではないかもしれない。 
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第１章 運営指導調査団の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 ガーナ国の農業は GDPの約 40％を占める基幹産業であるが、大部分を小規模農家の天水依存生

産に依存しており、天候不順、輸入作物との競合、構造調整下での農業支援サービスの縮小等に

より農業部門の成長率は停滞している。灌漑開発公社（GIDA）は 22 カ所の灌漑事業区を運営管

理している。しかし、水管理・営農技術の未熟さ、予算・職員の不足、施設の機能低下等により

事業区の農業生産は停滞している。 

 かかる状況を踏まえ、ガーナ国政府は既存灌漑地区の機能回復と農民自身による施設の運営維

持管理の促進を目指し、GIDA事業区を構成する小規模農家のための持続的な営農体系の確立と小

農への技術支援体制の強化を目的とするプロジェクト方式技術協力を 1995年 2月にわが国に対し

要請してきた。これを受け、わが国は 1997年 8月よりプロジェクトを開始し、2002年 7月までの

5 年間の協力の後 2 年間のフォローアップが提言され、2004 年 7 月までの予定でフォローアップ

協力を、長期専門家 4 名（チーフアドバイザー／体制整備、栽培、農民組織／営農、業務調整／

研修）を派遣して実施している。 

 今回の調査では、「JICA事業評価ガイドライン改訂版」に基づいて、実施協議（R/D）、PDM（当

初及びフォローアップ）、終了時評価調査団合同評価報告書などを踏まえ、終了時評価調査から約

2年間のプロジェクトの実績と計画達成度を調査・評価することを目的として運営指導調査団（終

了時評価）を派遣する。 

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

(1) 調査団の構成 

 

 

 

 

 

 

 

氏  名 担当分野 所    属 

高田 浩幸 総括 （独）国際協力機構農村開発部第 3グループ 

乾燥畑作地帯第 2チーム主査 

道順 勲 評価分析 中央開発（株）海外事業部 

課長 

君島 崇 営農 （株）レックス・インターナショナル 

コンサルタント（農業・環境） 

松浦 宏 計画評価 （独）国際協力機構農村開発部第 3グループ 

乾燥畑作地帯第 2チーム職員 
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(2) 調査日程 

調査期間：平成 16年 5月 24日～平成 16年 6月 6日（14日間） 

        ＊評価分析団員（19日間）、営農団員（13日間） 

団  員 
月 日 

評価分析 総括/計画評価 営農 

5/19（水） 成田→ロンドン   

5/20（木） ロンドン→アクラ   

5/21（金） 
JICA事務所員打合せ 
合同評価委員打合せ【調査方針説明】 
インタビュー調査【日本人専門家】 

  

5/22（土） 
～ 

5/23（日） 

報告書作成等   

5/24（月） 
ERMD/MoFEP打合せ 
オリヴィエ氏打合せ 
CIDA打合せ、世界銀行打合せ 

成田→ロンドン 

インタビュー調査【C/P】 ロンドン→アクラ 

5/25（火） 
団内打合せ（合流後） 

5/26（水） 

JICA事務所打合せ 
日本大使館表敬 
食糧農業省、財務省、GIDA表敬 
日本人専門家打合せ 

5/27（木） 
インパクト調査結果聴講 
合同評価委員打合せ 
インタビュー調査【農民組織代表、スキームマネージャー】 

5/28（金） GIDA全国ワークショップ「灌漑農業改善への課題とその対応（案）」フォーラム参加 

5/29（土） オチェレコ灌漑事業地調査 

5/30（日） 合同評価報告書＆M/M ドラフト作成 

5/31（月） アシャマン灌漑事業地調査 

 6/1（火） 合同評価報告書＆M/M ドラフト作成 

 6/2（水） 
合同評価報告書協議＆署名 

MOFA次官打合せ 
合同調整委員会（JCC）、M/M署名 

 6/3（木）  アクラ→ 

 6/4（金） 
JICA事務所報告 
大使館報告 
アクラ→ 

→ロンドン 

 

 6/5（土） ロンドン→ →成田 

 6/6（日） →成田  
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１－３ フォローアップ協力の概要 

(1) M/M署名日：2002年 5月 17日 

(2) 協力期間： 2002年 8月 1日～2004年 7月 31日 

(3) 協力内容 

・上位目標 

灌漑開発公社管轄下における全事業地区の営農システムが改善される。 

・プロジェクト目標 

灌漑開発公社管轄下の灌漑事業地区の営農システム改善のための技術ガイドラインと

戦略が策定される。 

・成果 

1) アシャマン灌漑地区の営農システムが改善する。 

2) オチェレコ灌漑地区の営農システムが改善する。 

3) 営農システム改善のために必要な技術と手法が明確化する（営農改善に資する技術ガ

イドラインの策定）。 

4) 20灌漑地区の営農システム改善のためのニーズと課題を確認する（営農改善のための 

戦略ペーパーの策定）。 
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第２章 評価の方法 

 

２－１ 合同評価調査団の結成 

 日本側は本調査団、ガーナ側は下表のメンバーにより合同評価調査団を構成して評価に当たっ

た。客観的評価を行うため、ガーナ側評価チームはカウンターパート等のプロジェクト関係者を

避けて人選し、財務省（MOFEP）二国間協力日本デスク長をチームリーダーに、灌漑開発公社

（GIDA）、労働社会福祉省、食糧農業省（MOFA）を代表とするメンバー3名となった。 

表 ガーナ側メンバー 

氏  名 担当分野 所  属 

S. O. Archer Leader Head Japan Desk, 
External Resource Mobilization, 
Bilateral Division, 
Ministry of Finance and Economic Planning 

Sammy Oku Member Deputy Director, 
Statistic Research and Information Department, 
Ministry of Food and Agriculture 

Kofi Kutame Member Deputy Registrar, 
Co-operative Department, 
Ministry of Manpower Development and Employment 

 

２－２ 評価方法 

 プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）の評価手法を取り入れた。PCMを用いた評

価は、(1)プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づいた評価のデザイン、(2)プロ

ジェクト実績を中心とした必要情報の収集、(3)評価 5項目（妥当性、効率性、有効性、インパク

ト、自立発展性）という観点からの収集データの分析、(4)分析結果からの提言・教訓の導出及び

報告という流れになっている。具体的には以下のとおり。 

(1) 評価のデザイン 

実施協議（R/D）、PDM（当初及びフォローアップ）、TSI、四半期報告書、終了時評価調査

団合同評価報告書、終了時評価にかかる事前資料、開発調査など他の事業報告書等に基づき、

終了時評価の実施項目と調査項目をまとめた評価グリッド（付属資料 4参照）を作成した。 

 

(2) 情報収集 

1) R/D、PDM、TSI等のプロジェクト計画文書 

2) プロジェクト各種報告書（四半期報告書、終了時評価に係る事前資料、専門家報告書、調

査報告書等の資料） 

3) ローカルコンサルタントによる社会インパクト調査報告書 

4) 日本人専門家、カウンターパート、スキームマネージャー、農民組織への質問表（付属資

料 5）結果 

5) 日本人専門家、カウンターパート、スキームマネージャー、農民組織へのインタビュー調

査 

  6) GIDA総裁、MOFA次官、MOFEP局次長聞き取り調査 



 

 5

7) アシャマン灌漑地区及びオチェレコ灌漑地区での現地調査 

   8) 日本側及びガーナ側の投入に関する記録 

 

(3) 情報の分析 

   評価グリッドの主な調査項目について、上述の情報源から収集した情報を基に 5 項目評価

の観点に沿って分析した。 

 

(4) 上記の分析結果を合同評価報告書に取りまとめ、両国政府に対して提言を行った。また、

評価報告書の提言を受け、両国政府で今後取るべき措置について確認し、ミニッツの署名・

交換を行った。 

 

２－３ 評価項目 

評価は PCM手法に従い、以下の 5項目の視点から実施した。 

(1) 妥当性 

プロジェクト目標や上位目標が相手国の開発政策、我が国の援助方針、受益者のニーズに

合致しているかどうかを判断する。 

 

(2) 有効性 

成果及びプロジェクト目標の現時点での達成状況、プロジェクト終了時での達成見込み及

び成果の達成が、プロジェクト目標の達成に貢献しているかを判断する。 

 

(3) 効率性 

投入の時期、質、量等により、成果にどのように影響を与えたか、投入は成果の達成に貢

献しているか、投入に過不足はなかったかを判断する。 

 

(4) 自立発展性 

制度的側面、財政的側面及び技術的側面から、協力終了後も相手国側によってプロジェク

トの成果が継続して維持、発展する見込みがあるかどうかを評価する。 

 

(5) インパクト 

プロジェクト実施によってもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみるもの

であり、プロジェクト計画時に予期された、或いは予期されなかったプラス或いはマイナス

の波及効果を評価する。 
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第３章 活動実績および達成状況 

 

３－１ （成果 1）アシャマン灌漑地区の営農システムの改善 

アシャマン灌漑地区の農民は、本格フェーズ 5 年間の協力期間を通じて作物栽培技術及び水管

理技術については既に高い水準で習得しているため、フォローアップ期間においては営農支援サ

ービス（灌漑施設維持管理、農民組織の活動強化、農業融資、農業普及）の強化に重点をおいた

活動を行った。 

以下、合同評価調査団が行った日本人専門家及びガーナ側カウンターパートへの聞き取り結果

を基にフォローアップ期間中にプロジェクトが行った具体的活動内容を記すとともに、その達成

状況については現地コンサルタントによるフォローアップ期間におけるプロジェクト影響評価調

査報告書及びプロジェクト資料、アシャマン灌漑地区農民に対する聞き取り及び現地視察を基に

考察する。なお、フォローアップ活動期間に対する PDMにおける活動計画では、営農支援サービ

スの運営状況のモニタリング及び営農支援サービス改善のためのアドバイスに分かれているが、

モニタリングは定期的に実施されており、ここでは主に実施した助言・指導について分野別に述

べる。 

(1) 活動実績 

水稲栽培：稲作については生産コスト低減を図ることを目的として、不耕起栽培を新技術

として紹介した。また純系種子の使用、土地の均平度、基肥の施与を通じ、イ

ネの良好な初期生育が収量に大きな影響を与えることについて、IDCの展示圃場

にて展示栽培を行った。さらに、直播と移植の二通りの栽培法を展示圃にて示

した。 

野菜栽培：IDC 展示圃場において、オクラ、タマネギ、キャベツ、キュウリ、トマトに関

して展示栽培を実施するとともに、堆肥の利用、畝間灌漑における節水栽培、

総合的病害虫防除等に関して研修を実施した。 

灌漑施設維持管理：月に 1 回の割合で研修を実施し、灌漑用水の効率的利用、灌漑施設並

びに排水施設の維持管理および水利費の徴収について指導した。 

営農・農民組織：営農面では、各種作物の収益性を検討するために収支分析を行い、その

結果を農民に伝達した。農民組織では研修およびワークショップを開催し、営

農計画、作付け計画、予算編成、農業機械や投入財への支援、簿記や会計につ

いて指導した。 

農業機械：トラクターおよび耕耘機のオペレータ養成、水田耕起、コメの乾燥と品質につ

いて研修を実施した。 

 

(2) 達成状況 

1) 支援サービスに対する農民の評価 

表 1はフォローアップ期間中に行われた様々な支援サービスに対するアシャマン灌漑地区
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の農民による評価の結果を示している。 

 

表 1  フォローアップ期間中に実施された営農支援サービスに対する 
アシャマン灌漑地区農民の評価                              単位：％ 

支援サービス 高い 普通 低い 非常に低い 合計 
協同組合システム 1* 39 55 3 3 100 
農業普及 1* 43 45 11 1 100 
灌漑水管理 1* 77 20 2 1 100 
農業機械利用 1* 51 32 14 3 100 
農業金融 2* 39 54 4 3 100 
農業投入財 2* 50 48 1 1 100 
農業機械維持管理 2* 30 44 21 5 100 
平均スコア 47 43 8 2 100 
注：標本数は 77（農民数） 
備考：1*プロジェクトによる支援、2*アシャマン農民組合によるサービス 
出典：Management Development and Productivity Instituteによる SSIAPP F/U活動影響評価 

調査；2004年 2月 
 

支援サービス全体の平均で、回答者の 47％が支援サービスを高く評価しており、次いで

43％が普通の評価、8％が低い評価、2％が非常に低い評価を下している。また、個別の支援

サービスでは、灌漑水利用に関する支援に対し、回答者の 77％が高い評価をしている一方、

農業機械維持管理に関するサービスに対しての高い評価は 30％のみであった。 

評価調査団による農民への聞き取りでは、彼らは本プロジェクトを実施した結果として、

作物収量が増加したことを高く評価しており、この原因として金融を通じて投入財購入が可

能となったこと、稲作に関する技術指導（条植え、苗床および適正量播種、品種選抜、表層

土壌塩類集積除去のための水洗灌漑（flush irrigation）、手押し除草機の使用等）を挙げてい

た。一方、ある農民は野菜栽培技術の普及が十分ではなかったと指摘し、日本人専門家の専

門分野が稲作に偏っていることに不満を表した。これらの評価は必ずしもフォローアップ期

間における評価だけではないかも知れない。 

表 2にはアシャマン灌漑地区における水稲平均収量の推移を示している。 

 

表 2 アシャマン灌漑地区における水稲平均収量の推移 
収量（t/ha） 

作 期 
雨季作 乾季作 

備 考 

1998年 3.6  本格フェーズ備 2年目 
2000年 5.5  灌漑施設改修完工 
2000/01年  3.9  
2001年 5.6   
2001/02年  3.5  
2002年 4.7  フォローアップ協力開始 
2002/03年  3.7  
2003年 4.7   
出典：SSIAPP F/U 
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フォローアップ期間中雨季作収量は低下し、乾季作収量も停滞している。これは篤農家が

収益性の低下している稲作をやめ、野菜栽培にシフトしていることに起因している。 

しかしながら現地コンサルタントによる評価調査によれば、回答者の 77％がフォローアッ

プ期間中に農業収入が増加したと回答し、83％が生活水準が向上したと回答している。さら

に 91％がフォローアップ期間のプロジェクト活動に対し、「高い」満足度（42％）または「普

通」の満足度（49％）を示している。 

 

2) 農民組織活動 

水利費徴収 

1990年代初頭に農民参加灌漑管理（FPIM）が導入されて以来、GIDA管轄下の灌漑地区

では政府の財政支援は廃止され、水利施設の維持管理は実質的に農民が行うこととなって

いる。このような状況下、SSIAPP では 2 つのモデル地区において農民組織を指導し、水

利施設維持管理に係る技術移転を行うとともに、維持管理費用の原資として水利費を徴収

している。表 3にアシャマン灌漑地区における水利費徴収率の推移を示す。 

 

表 3 アシャマン灌漑地区における水利費徴収率の推移 
作 期 水利費徴収率（％） 備 考 

2000年 雨季作 74.60  
2000/01年 乾季作 48.53 本格フェーズ 3年目 
2001年 雨季作 75.28  
2001/02年 乾季作 61.66  
2002年 雨季作 68.43 （フォローアップ協力開始） 
2002/03年 乾季作 20.71  
2003年 雨季作 71.77 2004年 2月 27日時点集計値 
注：水利費徴収率は、徴収すべき額（当該期の水利費と延滞金の合計額）に占める徴収額の割合

を示す。雨季作は 5月～10月、乾季作は 11月～4月。水利費は 25万セディ（30US$）/ha/ 
作期。 

出典：SSIAPP F/U 

フォローアップ協力開始後、水利費徴収率は 2002/03年乾季に 21％まで低下した。これ

は後に述べるように、稲作から野菜中心への作付け体系の変化が大きく影響しており、ま

た農民組織幹部のリーダーシップの低下も関係していると考えられる（日本人専門家によ

る）。しかし、その後フォローアップ協力による継続的な指導・助言、2003年 10月に実施

された農民組織役員改選により組織活動も再活性化しており、水利費徴収率は 70％以上に

回復している。 

農民銀行 

農民が作物栽培に必要な種子、肥料や農薬等及び投入材を購入する資金を確保するため

に、本格フェーズ期間中の 2001年 2月に、2つのモデル地区の農民を構成員とする農民銀

行が設立され、回転資金により運営が続けられている。表 4に農民銀行のアシャマン地区

における財務状況の推移を示す。 
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表 4 農民銀行アシャマン地区における財務状況の推移（単位：百万セディ） 
作期 貸付額 返済額 返済率（％） 未納額 備考 
繰越し    0  
2001年 雨季 102.3 88.1 86.1 14.2  
2001/02年 乾季 60.8 25.4 33.8 49.6  
2002年 雨季 81.8 65.3 49.7 66.2 フォローアップ開始 
2002/03年 乾季 0 50.0 75.6 16.2  
2003年 雨季 61.6 34.0   2004年 2月 24日現在
注：返済率は貸出額と前作期未納額の総額に対する返済額の割合 
出典：SSIAPP F/U 

2001/02 年乾季作後の返済率は 34％まで低下した。この原因は同期の水稲作が不作で平

均収量が 3.5t/ha に低下したことによる。翌作期においても返済率は回復せず、2002/03 年

乾季作において、アシャマン地区への融資は見送られたが、その後は、返済率は回復傾向

にある。 

3) 達成度の評価 

アシャマン灌漑地区農民の支援サービスに対する評価は、「高い」が 47％、「普通」が 43％

であり、その合計は回答者の 90％に達している。アシャマン地区の農民は、既に本格フェー

ズ期間中に移転技術を高い水準で習得していることから、フォローアップ期間の 2年間で更

なるレベルアップを実現するためには、これまで以上の努力を要したものと考えられるが、

農民のプロジェクトに対する要求度も相対的に高くなったことが、結果として支援サービス

に対する評価が十分に高いものとはならなかった要因の一つとして考えられる。しかしなが

ら、聞き取り調査にて回答者の 77％が農業収入が増加し、83％が生活水準が向上したと答え

ていることから、これら支援サービスの成果として「（成果 1）アシャマン灌漑地区における

営農システムが改善した」ことを示していると言えよう。 

一方、水利費徴収、農民銀行活動など農民組織の活動は、フォローアップ期間中一時的に

低下した。これには以下のような背景があると考えられる。 

アシャマン灌漑地区は IDCに隣接しており技術普及を受けやすいという利点の他、背後に

近年人口増加が著しいアシャマン居住地およびガーナ第 1の港町テマの大きな消費地が控え

ており流通が容易であること、また灌漑水源のダム貯水池の水量が豊富であるという有利な

立地環境を有している。 

その一方、アシャマン灌漑地区農民の耕作地は灌漑地区内に限られ、その面積は一人あた

り約 1エーカー（0.4ha）に過ぎない1。 

このため、アシャマンの農民は限られた農地から最大の利益を上げるために集約的農業を

目指さざるを得ない状況下にある。近年、国産米の市場価格は輸入米との厳しい競争に晒さ

れ下落しており、多くの農民が稲作中心の作付けから収益性の高い野菜中心へと移行してい

る。表 5は、アシャマン灌漑地区の近年の作付け面積の推移を表している。 

 

                                            
1 比較として、オチェレコ灌漑地区農民は、灌漑地区内では一人あたり耕地面積が約 1エーカーでアシ
ャマン地区と同等であるが、灌漑地区外に村のチーフ所有の広大な土地があり、そこで一人あたり灌漑

地区内面積の約 3倍程度の規模（天水条件）で耕作を行っている。 
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表 5 アシャマン灌漑地区における近年の作期毎の作付け面積の変遷 
雨季作付け面積（ha） 乾季作付け面積（ha） 

作 期 
水稲 野菜 合計 水稲 野菜 合計 

2000 25.7 23.7 49.4    
2000/01    7.7 26.1 33.8 
2001 32.2 20.5 52.7    
2001/02    23.8 26.3 50.1 
2002 33.2 21.8 55.0    
2002/03    5.3 18.7 24.0 
2003 18.53 28.74 47.3    
注：フォローアップは 2002年 8月に開始された 
出典：SSIAPP F/U 

野菜は農家により個別に栽培され、地区近傍の市場に流通する。過去数年はダム貯水池の

水量も豊富であり、農家は好きなときにいつでも作物に灌漑できる。また、アシャマンの多

くの農民は都市部に他の仕事を有しており、所得水準が高いために公的金融機関へも容易に

アクセスができる。さらに、彼らは全国各地から集まってきており、社会的な絆はそれほど

強くない。 

以上のような条件により、アシャマン灌漑地区農民は、水管理、協同組合活動、水利費支

払い、農民銀行への融資申請等、共同作業に対する関心が相対的に低くなっていると考えら

れる。一時的に低下した水利費支払い率および融資返済率は、フォローアップ期間中のプロ

ジェクトの働きかけにより、ともに回復したが、回復基調がフォローアップ終了後も持続す

るかどうかは、農民たちの努力如何にかかっていると言っても過言ではない。言い換えれば、

プロジェクトが果たす役割はほぼ達成され、あとは農民たちで運営が可能な状況になってい

るということである。 

 

３－２ （成果 2）オチェレコ灌漑地区の営農システムの改善 

オチェレコ灌漑地区農民は、本格フェーズ 5年間においては首都アクラや IDC からの距離が遠

いこともあり、プロジェクトの介入が必ずしも十分とは言えず、このため満足な技術移転がなさ

れず、アシャマン灌漑地区に比べると目標達成度は低いと評価された。このためフォローアップ

期間においては収量増加を目的とした稲作栽培指導及び農民組織活動強化のための支援が主な活

動目標となっていた。以下、オチェレコ灌漑地区におけるフォローアップ期間のプロジェクト活

動内容及びその達成状況について記す。 

(1) 活動実績 

水稲栽培：アシャマン地区同様、水稲の健全な初期生育確保のための技術を展示し、農民

研修を通じて指導した。一週間に一度の頻度で出張指導を実施し、コメの収量

改善及び収量較差是正のために、個々の農家の稲作について問題分析を行い、

その対策についてアドバイスした。また、水田の塩類集積に関する調査を行い、

耐塩性品種栽培及び水洗灌漑を推奨した。純系の種籾を使用するために村内で

種籾生産農家を育成した。研修を通じ、移植の際に雇用される若年労働者たち

に正しい移植法を技術移転した。 
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野菜栽培：展示圃を設け、そこで野菜栽培における畝間灌漑方法及び畝の種類を展示した。

畑作についての技術指導を実施した。 

灌漑施設維持管理：アシャマンと同様の活動を行った。また、無償資金協力で建設された

ポンプ場の操作維持管理を行うために建設時にポンプアテンダント１名が養成

されたが、病気のため職場復帰が不可能となったため、短期専門家により「ポ

ンプ場操作維持管理研修」が実施され、14 名（農民代表、プロジェクトマネー

ジャー、農業普及員、GIDA職員）が受講した。 

営農・農民組織：アシャマンと同様の活動を行った。 

農業機械：2年間で 1回のみ研修を実施した。 

そ の 他：無償資金協力対象面積 81haのうち、左岸水路側を中心とした約 30haは、圃場均

平作業が未了のため、逆勾配や凹凸があり灌漑できない状態である。これに対処

するため、「食糧増産援助（2KR）積み立て資金」の活用による圃場均平作業実

施を計画し、関係機関との調整を続けてきたが、ようやく工事にかかる経費が支

出されることになり、GIDAの口座に費用がプールされた。現在 GIDAにおいて

工事の実施スケジュールを作成中とのことである。 

 

(2) 達成状況 

1) 支援サービスに対する農民の評価 

表 6はフォローアップ期間中に行われた様々な支援サービスに対するオチェレコ灌漑地区

の農民による評価結果を示している。 

 

表 6  フォローアップ期間中に実施された営農支援サービスに対する 
オチェレコ灌漑地区農民の評価                  単位：％ 

支援サービス 高い 普通 低い 非常に低い 合計 
協同組合システム 1* 81 19 0 0 100 
農業普及 1* 80 20 0 0 100 
灌漑水管理 1* 88 12 0 0 100 
農業機械利用 1* 84 12 2 2 100 
農業金融 2* 80 20 0 0 100 
農業投入材 2* 98 2 0 0 100 
農業機械維持管理 2* 76 20 2 2 100 
平均スコア 84 15 0.5 0.5 100 
注：標本数は 59（農民数） 
備考：1*プロジェクトによる支援、2*オチェレコ農民組合によるサービス 
出典：Management Development and Productivity Instituteによる SSIAPP F/U活動影響評価調査； 

2004年 2月 

支援サービス全体の平均で、回答者の 84％が支援サービスを高く評価しており、次いで

15％が普通の評価、低い評価及び非常に低い評価をしたのはわずか 1％に過ぎなかった。個

別の支援サービスでは、灌漑水管理に関する支援に対し、回答者の 88％が高い評価をしてお

り、農業機械維持管理に関する支援に対する評価（「高い」76％）以外は全てのサービスに
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対して 80％以上が高い評価をしていた。 

合同評価調査団による農民への聞き取りでは、彼らの多くは本プロジェクトを実施した結

果、二期作が可能となったこと、訓練により栽培技術が向上したこと、収穫後処理時の損失

が減少したこと、収量が増加したこと、生活水準が向上したこと、農民間の絆が強くなった

こと、組織活動による利益を理解できたことなどを挙げていた。また、村内に種籾生産農家

（チーフ）が育成された結果、純系品種2種子の供給可能となったことも収量増加、品質向上

に大きく寄与している。さらに、農業収入が増加した結果、女子が中学校に進学できるよう

になったこと、農業金融へのアクセスが容易になったこと、手押し除草機導入の結果農作業

時間が短縮され、他の家事労働へ時間が振り向けられるようになったことなどの効果も報告

された。合同評価団のガーナ側団員のうち 2名は本格フェーズの終了時評価調査にも参加し

ているが、彼らは、前回評価時に比べ農民たちに活気があり、自信を持ってきていることが

印象的であると語った。 

現地コンサルタントによる評価調査によれば、オチェレコ地区農民回答者の 56％はフォロ

ーアップ期間中に農業収入が増加したと回答し、79％は生活水準が向上したと回答している。

さらに 98％はフォローアップ期間のプロジェクト活動に対し「高い」満足度（70％）または

「普通」の満足度（28％）を示している。 

 

2) 農民組織活動 

水利費徴収 

1990年代初頭に農民参加灌漑管理（FPIM）が導入されて以来、GIDA管轄下の灌漑地区

では政府の財政支援は廃止され、水利施設の維持管理は実質的に農民が行うこととなって

いる。このような状況下、SSIAPP では 2 つのモデル地区において農民組織を指導し、水

利施設維持管理に係る技術移転を行い、維持管理費用の原資として水利費を徴収している。

表 7にオチェレコ灌漑地区における水利費徴収率の推移を示す。 

 

表 7 オチェレコ灌漑地区における水利費徴収率の推移 
作 期 水利費徴収率（％） 備 考 

2000年 雨季作 100.00  
2000/01年 乾季作 87.97 本格フェーズ 3年目 
2001年 雨季作 88.56  
2001/02年 乾季作 73.48  
2002年 雨季作 79.46 （フォローアップ協力開始） 
2002/03年 乾季作 78.70  
2003年 雨季作 70.00 2004年 3月 17日時点集計値 
注：水利費徴収率は、徴収額が徴収すべき額（当該期の水利費と延滞金の合計額）に占める割合

を示す。雨季作は 5月から 10月、乾季作は前年の 11月から翌年の 4月の期間。水利費は 1ha
あたり１作期 100万セディ（約 120US$）である。 

出典：SSIAPP F/U 

オチェレコ灌漑地区では渇水期のダム湖の貯水量を補うため、無償資金協力により 2000

年に地区近傍河川を補助水源とするポンプ場が建設された。建設後からこれまで降雨が順

                                            
2 オチェレコ灌漑地区では水稲品種としては Bouaké189がほとんどである。 
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調であったため、実質的に稼働したのは 1作期のみであるが、稼働時の運転費用を見越し、

同地区の 1作期毎の 1haあたりの水利費はアシャマン地区の約 4倍にあたる 100万セディ

と設定している。それにもかかわらず、水利費の徴収率はフォローアップ協力開始後も

80％近くを維持しており、アシャマン地区の徴収率を常に上回っている。 

組織活動全体についても、水利費を支払わない農家や会合等に欠席した農家に対しては、

罰金や組合員資格停止などの罰則を適用する等、自主的な運営がなされている。水不足で

灌漑面積全体に灌漑できない場合にはどうするか、という質問に対しては、灌漑地区を 1

カ所に集中させ、それを農家に均等配分して不公平のないよう配慮した対策をとっている

とのことである。 

 

農民銀行 

表 8に農民銀行のオチェレコ地区における財務状況の推移を示す。 

 

表 8 農民銀行オチェレコ地区における財務状況の推移（単位：百万セディ） 
作 期 貸付額 返済額 返済率（％） 未納額 備考 

繰越し    3.5  
2001年 雨季 55.5 44.4 75.2 14.6  
2001/02年 乾季 21.1 35.7 100.0 0  
2002年 雨季 63.4 50.0 78.9 13.4 フォローアップ開始 
2002/03年 乾季 62.0 62.6 83.0 12.8  
2003年 雨季 58.9    集金中 
注：返済率は貸出額と前作期未納額の総額に対する返済額の割合 
出典：SSIAPP F/U 

本格フェーズ期間の 2001/02 年乾季作後の返済率は 100％を達成し、その後のフォロー

アップ期間中も、80％前後の返済率を維持している。 

 

3) 達成度の評価 

フォローアップ期間中の支援サービスに対する、オチェレコ灌漑地区農民による評価は、

「高い」が 84％、「普通」が 15％であり、その合計は回答者の実に 99％に達している。また、 

回答者の 56％は農業収入が増加した、79％は生活水準が向上したと答えている。 

オチェレコ地区農民は単一の部族から構成されており、地元の酋長が農民組織の組合長で

あるとともに、種籾生産農家でもある。彼の強力なリーダーシップの下、組織の団結力は強

く、農民組織の分担金を基に、地方行政府の援助により耕耘機 2台を購入したり、精米機購

入計画が具体的に検討されているなど、活発な活動が行われている。水利費の高い徴収率、

農民銀行からの貸付金の返済率も高く、これらも農民の団結力が強いことの表れと考えられ

る。 

水利費の徴収率や農民銀行の貸付金返済率が高いのは、プロジェクト活動に基づく収量の

増加が、農業収入の増加につながった結果でもあろう。 

プロジェクトスタッフのより頻繁な訪問及び技術指導を通じ、水稲の初期生育や水管理技

術に関する新しい情報や技術を習得した結果、天候に恵まれたことも相まって、フォローア

ップ期間中、オチェレコ灌漑地区の雨季作の水稲収量は本格フェーズ期間に比べ 10％以上増



 

 14

加し 4.5 t/haとなる一方、2002/03年乾季作の作付け面積は、前年の 2倍となった。さらに表

9に見られるように、2003年雨季作では 4 t/haを越える収量を上げた農家が回答者の 76％に

達しており、前年雨季作に比べ、営農技術改善の成果が明らかである。 

 

表 9 2002年及び 2003年雨季作におけるオチェレコ灌漑地区の農家別水稲収量分布 
2002年（雨季作） 2003年（雨季作） 

水稲収量（kg/ha） 
農家数 ％ 農家数 ％ 

2000未満 2 3.3   
2001～3000 10 16.4 1 2.0 
3001～4000 14 23.0 11 22.0 
4001～5000 12 19.6 25 50.0 
5001～6000 14 23.0 11 22.0 
6001～7000 6 9.8 1 2.0 
7001～8000 2 3.3   
8001以上 1 1.6 1 2.0 
合計 61 100.0 50 100.0 
出典：SSIAPP F/U 

以上のことを総合して、「（成果 2）オチェレコ灌漑地区における営農システムが改善する」

は達成されたと考えられる。 

 

３－３ （成果 3）営農システム改善のための技術及び手法の明確化 

(1) 活動実績 

技術ガイドラインが作成されている。ガイドラインは、プロジェクトにおいて重視された

技術コンポーネントである野菜栽培、水稲栽培、水管理、営農・普及・農民組織及び農業機

械分野を網羅している。内容は、本格フェーズの 5 年間で有効性が確認された各分野の技術

及びフォローアップ期間で導入した新技術を中心とした内容であり、ガイドラインの草稿に

対する農民代表からのコメントを反映し、本格フェーズを含めたプロジェクト実施期間中に

農民から度々挙がった質問事項に対する説明も含まれている。また、特に栽培分野の説明に

は写真、イラスト、図表を多く使用して農民にも理解されやすくしている。 

 

(2) 達成状況 

このガイドラインには営農システムの根幹をなす各分野の技術が網羅的に紹介されており、

紹介されている技術はプロジェクトの本格フェーズ及びフォローアップ期間を通じ、二つの

モデル事業地区で実証されたものである。したがって、「灌漑農業における営農システム改善

のために必要な技術と手法が明確化する」という成果はこのガイドラインの作成によってほ

ぼ達成されたと言える。 

これまでガーナ国には、灌漑農業に関する包括的な技術書がなかった。今回の技術ガイド

ラインの作成は、今後のガーナ国における灌漑農業振興に大きく貢献すると考えられるが、

その一方で、ガイドラインは各灌漑地区の地域特性に適応したものとはなっていない。つま

り、各灌漑地区の実状に適合した、営農システム確立のための技術や手法を明確にするため

には、さらに検討が必要である。 
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また、今後ガイドラインをさらに充実、改善し、ユーザーが利用しやすいものにしていく

ためには、以下の点に留意する必要があると考えられる。 

1) 異なる環境下における技術の選択基準の明確化 

ガイドラインは理論的に導入可能な多くの技術や手法について解説しているが、章によっ

ては、技術の解説のみでその適用について説明のない場合が見られる。特別な環境下で複数

の技術が選択可能である場合、ガイドラインとして各技術の長所、短所を説明することが必

要である。 

2) 技術水準の統一化 

ガイドラインの内容の技術水準が章によって大きく異なる。例えば「第 2章 稲作栽培技

術」では、農家向けの実践的な普及手引き書に近く、「第 3 章 水管理」や「第 5 章 農業

機械」では技術学校の教科書のように思われる。包括的ガイドラインとして利用されること

を期待するのであれば、想定される読者を特定し、その技術水準に合ったものに整備するこ

とが望ましい。農民が利用するものであれば、稲作栽培（第 2章）のように図表や絵、写真

をできるだけ多く使い、理解しやすいものを目指す必要がある。 

 

3) 営農システムの明確な定義づけ 

営農システムの定義が不明確である。営農システムとは「高い水準の作物生産及び農業便

益の実現を助ける、個別農業活動と支援サービス活動とが統合化された、持続的であるが環

境にはやさしいシステム」と定義されるかも知れない。様々な活動が統合化されることの重

要性を強調することが必要である。 

 

３－４ （成果 4）20灌漑地区の営農システム改善のためのニーズと課題の確認 

(1) 活動実績 

一連の参加型ワークショップを通じ、2003年 3月に、すべての灌漑地区3で灌漑農業の問題

点の抽出、問題解決方法及び行動計画（アクションプラン）からなる戦略ペーパーが作成さ

れた。戦略ペーパーの作成は GIDA スタッフの補助のもとで農民が中心となって行われた。

アクションプランでは短期計画（2003 年 5 月まで）及び長期計画（2005 年 12 月まで）が策

定されており、確認された問題点及びそれらの解決方法から導き出された活動目的を達成す

るためにどのような行動が必要かを時系列的に示している。また、アクションプランには「誰

が、いつ頃、どのような」行動をすべきかが明示されている。基本的には、農民組織が実施

できるものは農民自身が自主的に行い、GIDA あるいは他の機関（地方行政府、NGO など）

から協力が必要なものについては支援を求めるというスタンスが貫かれている。 

参考までに 20の灌漑地区のアクションプランで、活動目的として多く挙げられた内容を以

下に示す。 

• 農民組合の強化 

• 作物（水稲、野菜）収量の増加 

                                            
3 当初アクションプランはモデル灌漑地区を除く 20の灌漑地区で策定される予定であったが、モデル
灌漑地区でも約半年遅れでアクションプランが作成された。 
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• 農業生産コストの削減 
• 農産物販売価格の改善 

• 農民の営農技術の改善 

• 灌漑施設の改善 
• 耕起用農業機械の調達 

 

(2) 達成状況 

戦略はアクションプランが策定された 2003年 3月に完成している。戦略策定にあたっては、

各灌漑地区の農民が主体となって問題点の抽出とその解決策を提案しており、現場の実情に

即したものとなっている。したがって、「20灌漑地区の営農システム改善のためのニーズと課

題を確認する」は達成されたと判断できる。 

これにより農民の灌漑開発への前向きな姿勢が醸成され、GIDA下の 20灌漑地区において、

行動計画に基づく活動が開始されている。さらに、農民の関心の高いテーマについての研修

も実施されており、上位目標達成に向けた効果も発現し始めている。合同評価調査団が全国

の灌漑地区の農民代表から聞き取りをした結果、行動計画に基づく活動を通じて、各灌漑地

区で表 10のような効果が発現している。 

 

表 10 各灌漑地区の農民代表による効果の上がった研修及び具体的効果 

No. 灌漑事業 
地区名 効果のあった研修テーマ 研修の具体的効果 

1 Ashaiman 水稲及び野菜生産 水稲苗代導入により播種量が 15kg/acreに減少した 
2 Dawhenya 欠席 欠席 
3 Kpong 営農／農民組織 農民組織への登録率が 33％から 70％へ増加した 
4 Weija 野菜生産 トマト生産が大幅に増加した 
5 Afife 水管理技術 水稲収量が 4.2t/haから 6.2t/haに増加した 
6 Aveyime 農民組織 会計の透明性が確保された 
7 Kpando- 

Torkor 
農民組織 協同出荷により農民が価格を決定できるようになっ

た 
8 Mankessim 野菜生産（スイカ） 生産量が増加した 
9 Okyereko 稲作生産及び灌漑施設維

持管理 
水稲二期作が可能となった；灌漑施設が適切に維持

管理されるようになった 
10 Subinja 農民組織（簿記及び管理） 営農記録が正確に記載できるようになり、作付け暦

が遵守できるようになった 
11 Tanoso 農民組織（水利費徴収） 水利費徴収率が上昇した 
12 Sata 欠席 欠席 
13 Akumandan 野菜生産及び種子収集 野菜収量が増加した 
14 Anum 

Valley 
水管理及び農民組織 農民組織の長のリーダーシップが強化された 

農民間の絆が強化された 
15 Amate 野菜生産及び農民組織 会計の透明性が確保された 

野菜生産（オクラ）が増加した 
16 Dedeso 農民組織及び野菜生産 農民が組織化された 

作物が流通した 
17 Kikam 農民組織 農民間の絆が強化された 
18 Bontanga 農民組織及び水管理 水利費の概念が理解された 

組合員数が増加した 
19 Golinga 水稲生産 水稲収量が増加した 
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20 Libga 野菜生産及び水管理 野菜生産が 20％増加した（タマネギ、キャベツ、ニ
ンジン）；水稲収量が 2 倍（2.5t/ha から 5t/ha）に増
加した 

21 Tono 農民組織及び野菜生産 50以上の農民グループが組織された 
22 Vea 水稲及び野菜生産／農民

組織 
女性グループ活動が活発化した 
40の農民グループが組織化した 
作物収量が増加した（5～6袋から 10～12袋へ増加）

出典：合同評価調査団による聞き取り 

このように、多くの灌漑地区で、農民たちは自分たちでできることを開始しており、上位

目標達成に向けた準備は整ったと考えられる。今後は、農民たちでは対応しきれない技術、

財政、制度面などについての支援体制を整備し、ステークホルダーが一丸となって上位目標

の達成を目指すことが望まれる。 
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第４章 評価結果 

 

評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に係る評価を以下に記述す

る。そして、プロジェクト評価の結論を示す。 

 

４－１ 妥当性  

４－１－１ ガーナ国政府の開発政策と本計画のプロジェクト目標及び上位目標との整合性 

  ガーナ国政府が作成した貧困削減戦略（GPRS：Ghana Poverty Reduction Strategy）では、貧困

削減ための優先戦略の一つとして「環境にやさしい技術を利用した商業的農業の振興」が掲げ

られている。また、この GPRSでは、政府の中期開発戦略（2003年～2005年）における重点と

して 5 つの事項を示し、その一つに「生産増加と雇用増加を確実にするため、農村開発を基礎

とする農業近代化」が掲げられている。さらに、農業面での政府の重点課題は、食糧作物の自

給のため農業生産を増加させ、農産工業国となることである。 

  食糧農業省が 2002 年に作成した食糧農業セクター開発政策（FASDEP：Food and Agriculture 

Sector Development Policy）では、「灌漑農業の生産性向上と収益性向上」、「研究開発と適正技術

の普及」、「人材開発と農業関連組織の強化」が、重点課題として掲げられている。 

既に記述したとおり、本プロジェクトの上位目標は「灌漑公社管轄下における全灌漑事業地

の営農システムが改善される」、であり、また、プロジェクト目標は「灌漑公社管轄下の灌漑事

業地の営農システムを改善するためのガイドラインと戦略が策定される」である。上位目標及

びプロジェクト目標、すなわち営農システムを改善するということは、農業生産増加、灌漑農

業の収益性向上、適正技術の普及、農業関連組織の強化を図ることである。したがって、本プ

ロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標とガーナ国政府の開発政策との整合性は高く、妥

当性があるプロジェクトと言える。 

 

４－１－２ 農民のニーズとの整合性 

本プロジェクトでは、モデル地区であるアシャマンとオチェレコに対する補完的支援活動が

実施されている。これは、5年間の本格フェーズにおける終了時評価調査において、両地区の営

農システムや営農支援システムの更なる改善が必要と評価されたことに基づき、このフォロー

アップ協力において支援活動が実施されたものであり、農民ニーズに基づき実施された協力で

ある。 

  その他の GIDA管轄下の 20カ所の灌漑事業地における営農システム改善は、当該地区の農民

にとっては極めて重要な課題である。本プロジェクトの目標の一つである、「灌漑農業における

技術ガイドライン」には、野菜栽培、水稲栽培、水管理、営農と普及並びに農民組織、農業機

械という基礎的技術が含まれており、農民への技術普及に有効活用できる。さらに、これまで

灌漑農業に関わる基礎的技術を 1 冊に取りまとめた本が無かったことから有益なものである。

また、プロジェクト目標のもう一つの項目である「戦略」は、各灌漑事業地の農民のニーズ（農

民参加によるボトムアップ方式で意志決定）に基づき、灌漑農業改善を図る活動計画を作成し、

それを示したものである。したがって、技術ガイドラインおよび戦略は、灌漑農業地における

農民のニーズに沿ったものであり、整合性がある。 
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４－１－３ 我が国の対ガーナ国援助政策との整合性 

  我が国の対ガーナ国援助政策の重点分野は、1)農業開発、2)基礎的生活分野、3)経済構造改

革、4)産業育成、5)経済インフラ整備、である。そして、農業分野における重点事項は、農業

技術、農家経営、農民組織化など、農業生産性向上に向けた努力を支援することにある。本プ

ロジェクトは、農業技術普及、農家経営改善、農民組織強化に基づく農業生産性向上に資する

ものであることから、我が国の援助政策との整合性が高い。 

  また、JICA のガーナ国に関する国別事業実施計画における重点分野の一つにも、農業開発が

掲げられ、農林水産業における持続的な生産・収入向上への支援に取り組む方針が示されている。

したがって、JICAの重点支援分野との整合性も高いプロジェクトである。 

 

４－１－４ 日本が持つ技術的ノウハウや経験との関連性 

  我が国は水稲栽培を中心とする灌漑農業に関する技術を持ち、そしてこれまで JICAは、ガー

ナ国を含む多数の国において灌漑農業分野における協力を実施してきた経験がある。これまで

の灌漑農業における技術的蓄積と途上国での協力実績・経験から、この分野の技術協力を行う

ことは妥当であると言える。 

 

４－１－５ 妥当性に関する結論 

  以上に述べたとおり、本プロジェクトのプロジェクト目標並びに上位目標は、ガーナ国政府

の開発政策、灌漑農業における農民のニーズ、我が国の援助政策、そして我が国が有する技術

的ノウハウや経験との関連性や整合性があり、高い妥当性がある。 

 

４－２ 有効性  

４－２－１ プロジェクト目標に関する有効性 

本プロジェクトのプロジェクト目標とその達成度を測る指標は次の通りである。 

プロジェクト目標 灌漑開発公社管轄下の灌漑事業地の営農システムを改善するためのガイ

ドラインと戦略が策定される 
指標 2004年 7月 31日までに、ガイドラインと戦略が合同調整委員会により承

認される。 
達成度 技術ガイドラインと戦略は、利害関係者との議論の結果や意見を考慮し

て作成された。2004年 5月 18日に、灌漑開発公社（GIDA）は、このガ
イドラインと戦略を、GIDAの公式文書として承認した。 

以上のように、プロジェクト目標は、達成度を測る指標との比較においては、達成したと言

える。ただし、ガイドラインと戦略の内容について、利用者（農民や普及員等）にとっての有

用性の観点から評価する必要がある。以下にその評価結果を述べる。 

 

４－２－２ 技術ガイドラインの内容の評価 

  この技術ガイドラインは、5年間の本格フェーズにおけるモデル灌漑地区（アシャマンとオチ

ェレコ）の活動において、営農システム改善に有効と確認された技術や手法等をガイドライン

の形に取りまとめ、他の灌漑事業地の普及活動に活かそうという趣旨で作成が開始されたもの

である。GIDAの現場事務所の職員や普及員、農民組織の代表等が活用できる簡易なガイドライ

ンを作ることが目標であった。内容として、水管理改善手法、水稲作における農業機械の利用
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法、農民組織強化手法並びに水稲栽培法などを網羅することが想定されていた。 

出来上がった技術ガイドラインには、既述の通り灌漑農業に関する基礎的技術として、野菜

栽培、水稲栽培、水管理、営農と普及並びに農民組織、農業機械に関する説明がある。 

作成者側（日本人専門家とカウンターパート）の多くは、この技術ガイドラインについて、

次の点において評価している。 

(1) 農民が現在直面している課題解決とニーズに適切な内容である事 

(2) GIDA管轄下の 22カ所の灌漑事業地に適用可能である事（基礎的技術について必ずしも

地域特性に適応しているとは言えないという意見もある） 

(3) 農民が技術を導入するに際し適切な技術レベルである事（技術導入が難しすぎない事が

原則であるが、技術項目によっては難しいものも含まれる） 

(4) 農民や GIDAの普及員にとって理解しやすい事（農民の理解度は識字レベルによる） 

  また、高く評価すべき点としては、本ガイドライン作成に際し、22 の灌漑事業地の農民代表

にガイドライン草案を見せて意見を交わし、また、農民がよく直面する問題に対する解決策も

取り入れて作成していることがある。また、イラスト、写真、表を多数取り入れ理解しやすい

工夫が施されていることも長所である。さらに、灌漑農業において必要とする基礎技術を一つ

の本に取りまとめたものが、これまでガーナ国になかったことから、このような技術ガイドラ

インが作成されたことは高く評価される。 

  ただし、このガイドラインで説明されている技術については、工学的に高い水準のものから、

農民の水準に合ったものまで含まれることから、ガイドラインの内容が章毎に技術水準が異な

り読みにくいという弱点がある。 

  なお、この技術ガイドラインを今後更に充実、改善し、ユーザーが利用しやすいものにしてい

くために留意する必要がある点については、第 3章の「3-3 営農システム改善のために必要な技

術と手法が明確化」の項で既に述べられている通りである。 

以上の通り、広範囲の人々の利用のための包括的な技術ガイドラインを作成したことは大き

な成果であり、その多大な努力は高く評価できる。なお、第 3 章で指摘したとおり、今後、1)

異なる環境下における技術の選択基準の明確化、2)技術水準の統一化、3)営農システムの明確

な定義付け、といった点でガイドラインの改善を図る余地がある。 

 

４－２－３ 戦略の評価 

  正式名称は、「既存灌漑プロジェクトの効果的利用のための戦略」である。以下に示す 4つの

章で構成されている。 
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第１章 
1.1 戦略策定の目的 
1.2 ガーナ国灌漑開発における農業 
1.3 ガーナ国の灌漑農業のインパクトと食糧生産 

第２章 
2.1 GIDA管轄下の灌漑事業の一般情報 
2.2 GIDA管轄下の灌漑事業の概要（2003年 6月現在） 
2.3 営農の現状と課題 

第３章 
3.1 営農システム改善のための戦略 
3.2 行動計画のモニタリング及び評価手法 
3.3 戦略実施により期待される成果 
3.4 経済的可能性 

第４章 結論 

 

この戦略に示されている、各灌漑事業地における営農システム改善のための戦略と行動計画

は、農民参加によるワークショップ実施を通じて、農民が現在抱えている問題をどのように解

決し、農民のニーズをどう満足させるかを、ボトムアップ方式の意志決定により策定したもの

である。したがって、まさに農民の意向・ニーズに基づいた行動計画となっており、適切なも

のであると考えられる。 

重要な点は、ボトムアップ方式により策定されたこのような戦略が、初めて作成されたもの

であることである。また、戦略作成後の 2003年 3月以来、各灌漑事業地において行動計画が実

施されており、その成果が現れつつあることも特筆すべきことである。 

  多くの灌漑地区で行動計画の活動項目として含まれているのは、1)農民組織の強化、2)収量

増加（稲、野菜）、3)生産コストの削減、4)農産物販売価格の改善、5)営農技術の改善、6)灌漑

施設の改善、7)圃場準備用の農業機械調達、である。今回の現地調査時に GIDA 管轄下の灌漑

事業地 20 カ所（2 カ所は欠席）の農民代表とスキームマネージャーが出席した集会において、

行動計画の実施とその成果について聞き取りした。（主として、農民代表から聞き取りした。）

その結果を下表に示す。 

成果の程度 行動計画に含まれる 
活動項目 

地区
数注 1 非常に

良い 良い まだ 
不十分

備考 

農民組織の強化 20 0 19 1 

十分な成果が出ていない理由は、未だ実施
中であること、新規のコンセプトであり継
続中であること。貢献要因は、農民とプロ
ジェクトの良好な協力関係が築かれてい
ること。 

収量増加（稲、野菜） 15 0 15 0  

生産コストの削減 7 0 3 4 
課題：ポンプ灌漑事業の場合、電気料金や
燃料費が高いこと（水利コストの 95％を占
める）。 

農産物販売価格の改善 13 3 9 1  
営農技術の改善 9 0 9 0  
灌漑施設の改善 11 0 8 3 課題：ポンプが古く非効率的。新しい機器

や新規のダムを建設する資金不足。 
圃場準備用の農業機械
調達 6 0 2 4 課題：プロジェクト地区に農業機械が無い

こと（トラクター、耕耘機、作業機）。 
注 1：活動項目を取り入れている灌漑事業地の数 
出典：合同評価調査団による灌漑事業地区 20カ所の主として農民代表からの聞き取り 
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いずれの活動項目においても大半の灌漑事業地で、ある程度の効果が出ているとの回答結果

がでた。ただし、活動実施中であることから、非常に良い成果が出るまでに至った地区はまだ

限られている。また、成果の発現が不十分である地区が見られるが、その理由としては、ポン

プ灌漑事業における電気料金や燃料費に起因する高コスト問題、灌漑施設整備に必要な資金の

不足、農業機械が不足していること等、農民の資金能力だけでは解決困難な要因が挙げられて

いる。 

  農民自身のイニシアティブと能力で実施できる活動計画により営農改善に向けて大きく前進

しつつあると判断される。これは戦略策定の大きな成果であり、高く評価できる。ただし、農

民の努力だけでは解決困難な点（大きな資金を要する改善策の実施、作物栽培技術改善等）、限

界もある。営農システム改善を十分な水準にまでに押し上げ、農業収入の増加及び農家の生活

水準の向上を実現するためには、関係機関が必要な支援を実施することが求められる。 

 

４－２－４ 有効性についての結論 

  本プロジェクトのアウトプットは、プロジェクト目標を達成するうえで有効に貢献し、プロ

ジェクト目標の達成度も高いと判断されることから、高い有効性があったと評価する。 

 

４－３ 効率性  

４－３－１ 日本側及びガーナ側のインプットの実績 

  双方のインプットの実績は、ミニッツの Annex1から Annex6に示すとおりである。（日本人専

門家派遣実績、ガーナ側カウンターパートの日本での研修実績、日本側の供与機材とローカル

コスト負担実績、カウンターパートの配置実績、ガーナ側の予算支出実績）。 

 

４－３－２ インプットの適切さ（量、質、タイミングの観点から） 

  カウンターパートや日本人専門家に対するアンケートの結果や聞き取り調査結果等から判断

して、日本人専門家派遣、カウンターパートの日本での研修受入、日本側による機材供与にお

ける、その量、質、タイミングはほぼ適切であったと評価できる。ただし、技術移転を十分行

うには短期の日本人専門家（野菜の病虫害管理）の派遣期間が短すぎたという点が、カウンタ

ーパートからの指摘としてあった。また、栽培技術については水稲栽培が主体であったが、野

菜栽培技術に関する専門家の派遣が少なかった点も指摘があった（アシャマン灌漑地区の農民

から）。機材については、ガーナ側の要望に基づき最低限の機材が供与され、良好に利用されて

いる。 

  フォローアップ協力の 2 年間にカウンターパートとして従事したスタッフの累計は 37 名で、

この内、1名が定年退職し、2名が転職、2名が休職している。（休職者のうち、1名は修士コー

ス進学、もう 1名は国際機関の仕事に従事。） 転職者と休職者があったことは、本プロジェク

トの活動を実施する上で、負の影響があった。特に、野菜栽培と水稲栽培のそれぞれのセクシ

ョンの長であり、多くの経験と知識を有していた人物がいなくなったことの影響があった。 

  ガーナ側のローカルコスト負担については、政府の財政難のため、十分な支出はなかった。

ただ、ガーナ側の努力としては、世銀の農業セクター資金を利用して、研修費用、機器・施設

整備のための費用を捻出したことが上げられる。 
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４－３－３ アウトプットの達成度 

(1) アウトプット 1「アシャマン灌漑事業地における営農システムが改善される」の達成度 

アウトプット 1の指標 達成度 
アシャマン地区の 80％以上の農家
が営農支援システムを高く評価す

る 

2004年 2月に実施されたインパクト調査結果によると、
アシャマン地区の 90％の農家が営農支援システムを評価
している。 

アシャマン灌漑事業地への営農支援サービスに対する農民の評価についての分析は、第 3

章の「3-1 アシャマン灌漑地区の営農システムの改善」の項で示したとおりである。高く

評価している 90％の内訳は、「高い」が 47％、「普通」が 43％となっている。一方、オチェ

レコ灌漑事業地への営農支援サービスに対する農民の評価について、80％以上が「高い」

評価をしていることと差が生じている。 

なお、第 3 章で述べたとおり、アシャマン地区への支援サービスの中でも最も高く評価

されたのが、灌漑水管理（77％）であった。また、評価調査団の農民への聞き取りでは、

クレジットによる投入材購入と稲作に関する技術指導により作物収量が増加したことを高

く評価している。 

以上のように目標値以上の 90％の農家が、本プロジェクトにより実施した営農支援を評

価している事、ならびに第 3 章での分析評価から、アウトプット 1 は達成されたと判断す

る。 

 

(2) アウトプット 2「オチェレコ灌漑事業地における営農システムが改善される」の達成度 

アウトプット 1の指標 達成度 
2-1 オチェレコ地区の灌漑農業によ
る所得が、このフォローアップ協力期

間において増加する 

インパクト調査結果によると、オチェレコ地区の農民の

56％が、フォローアップ協力期間において、灌漑農業に
よる所得が増加したと回答している。また、80％の農民
が、フォローアップ協力開始以前より生活水準が良くな

ったと回答している。 
2-2 オチェレコ地区の 80％以上の農
民が栽培管理及び組合管理に係る指

導内容につき高く評価する 

オチェレコ地区の農民の 80％が作物栽培支援サービス
を評価し、また 81％が組合管理に関わる指導を評価し
ている。 

指標 2-2については、インパクト調査結果から、その目標を達成したと判断する。インパ

クト調査結果の分析については、第 3章で既に述べたとおりである。 

指標 2-1については、指標に目標値が明示されていないため達成度の判定が困難であるが、

所得増加があったとする農民が回答者の過半数の 56%であり、生活水準の向上があったと

する割合が 80%に達することを考慮して、その目標を達成したと判断する。 

以上から、アウトプット 2は達成されたと判断する。 
 

(3) アウトプット 3「営農システム改善のために必要な技術、手法が明確化される」の達成 

   度 

アウトプット 3の指標 達成度 
灌漑営農システムの改善ガイドラ

インが策定される 
「灌漑農業のための技術ガイドライン」が既に本プロジ

ェクトにより作成された。 
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本プロジェクトにより、既に「灌漑農業のための技術ガイドライン」が作成・印刷され

ており、アウトプット 3は達成した。 

 

(4) アウトプット 4「20 の灌漑事業地における営農システム改善のためのニーズと活動が確

認される」の達成度 

アウトプット 4の指標 達成度 
20 灌漑事業地区における農民の現
状、農民のニーズ、営農システム改

善のための方策等の情報を含むデ

ータベースが作られる 

GIDA管轄下の 20カ所の灌漑事業地の改善ため、そのニ
ーズと課題を記述した戦略がすでに作成された。データ

ベースについては、より正確な情報を 20カ所の灌漑事業
地から入手する必要があり、データベース完成のために

はもうしばらく時間を要する。 

農民の現状、農民のニーズ、営農システム改善のための方策（行動計画）等の情報は戦

略の策定の際にほぼ収集されている。戦略については農民参加によるワークショップ開催

を通じて作成されたことは、大きな成果である。したがって、データベースを完成させる

には、さらにデータ収集を行う必要があるものの、アウトプット 4 については、その目標

をほぼ達成したと判断する。 

 

(5) アウトプットの達成度についての結論 

     設定されたほとんどの指標をすでに達成していること、未完成の部分についてはもう少

し時間を費やせば作成される見込みであることから、本プロジェクトで設定したアウトプ

ットの達成度は高いと判断する。 

 

４－３－４ 効率性に関する結論 

  双方のインプットは、ほぼ計画通りに適切に投入・活用され、設定されたアウトプットの達

成度も高いことから、本プロジェクトの効率性は高いと判断する。 

 

４－４ インパクト  

４－４－１ 上位目標達成の見通し 

  上位目標である「灌漑公社管轄下における全灌漑事業地の営農システムが改善される」が将

来達成されるかどうかは、本プロジェクト終了後における GIDAの努力に大きく左右される。 

  本プロジェクトにおいて農民参加によるワークショップにより戦略が作成された後、GIDA管

轄下のそれぞれの灌漑事業地では戦略に示された活動計画のうち、農民が担当責任を受け持つ

活動を既に農民達が実施し始めている。その結果として、所得増加、生産増加、灌漑用水の節

約、農民組織化など各種の良い効果が出始めていることが報告されている。 

  これら成果の大半は、本プロジェクトによって実施された農民研修やワークショップによっ

てもたらされたものである。農家及び農民組織は、今後さらに、灌漑農業に関する技術の導入・

改善を行うことが必要であり、個別技術をソフト面及びハード面から統合化し、適切で持続可

能な営農体系を築くことが重要である。 

  農民達は、農民の責任範囲を担う準備はできているので、GIDAがそれぞれの灌漑事業地にお

いて、作成した戦略や行動計画に沿って、農民に対する支援活動を継続することが必須事項で
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ある。GIDAに求められている役割は、クレジット資金源確保の支援、作物栽培や水管理に関す

る技術研修、農民組織化支援、老朽化した灌漑施設のリハビリなどである。これによって初め

て上位目標達成が可能となるのである。 

 

４－４－２ 技術的インパクト 

(1) カウンターパートの能力向上 

本プロジェクトでは、短期日本人専門家による指導で、ワークショップ開催のためのフ

ァシリテーターを養成した（14名）。どのように農民参加型ワークショップを実施するかに

関する技術をカウンターパートが身につけただけでなく、実際にワークショップのファシ

リテーター役を演じ、経験を積むことにより、灌漑事業地の現況を客観的に見る能力と問

題解決のための論理的思考方法も身につけたことは重要なインパクトである。 

 

(2) 収量増加 

    多くの灌漑事業地において収量増加があったと報告されている。例えば、Afife 灌漑事業

地においては、本プロジェクトによる支援活動と戦略実施の結果、米の収量が 4.2t/ha から

6.2t/haに増加したとの報告があった。 

 

(3) その他の技術的インパクト 

    灌漑事業地のスキーム・マネージャーや農民代表からの聞き取りによると、本プロジェ

クトにより多くのインパクトがあることがわかった。主なインパクトとしては、1)作付体

系の改善、2)灌漑施設の適切な管理、3)水管理の改善、4)生産コストの低減、などである。

これらのインパクトは主として、本プロジェクトによるワークショップ開催及び研修実施

の結果としてもたらされたものである。 

 

４－４－３ 組織的インパクト 

(1) オチェレコ地区農民の信頼と意気込み 

    本評価調査に参加したガーナ側評価メンバーの中には、2年前に実施された本格フェーズ

の評価にも参加したメンバーがいる。そのメンバーによると、オチェレコ灌漑事業地の農

民の態度が、2年前と比べ、より積極的なものに変化していることが観察され、本プロジェ

クトに対する信頼と意気込みが高まっていることが感じられたとのことである 

 

(2) 農民組合の活性化と強化 

     本プロジェクト実施により、組合員の増加、組合の登録（10 以上の組合が登録申請を行

ったと報告されている）、マーケティング改善（野菜の共同出荷等）といったように組合の

活性化や強化がもたらされている。 

 

(3) 既存灌漑事業に対する支援が重要であることの認識 

     GIDAの職員は、新規に灌漑開発を実施するよりも、既存灌漑施設のリハビリを通じた既

存灌漑地区における生産性向上を図ることの重要性を理解するようになった。また、GIDA

は、農民組織強化、作物栽培や水管理に対する技術的指導といったソフト面の支援サービ
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スを農民に提供することの重要性についても理解するようになった。 

 

４－４－４ 社会経済的インパクト 

(1) 農民の意識向上 

    農民は、GIDAに財政的脆弱性があること、そして以前のようには多量の政府支援が得ら

れないことを理解し、農民自身が主導的に活動を実施すべきであることを理解するように

なった（自助努力による活動の必要性の認識）。 

    各灌漑事業地において、ワークショップを通じて作成された戦略とその中に含まれる行

動計画は、農民の営農活動改善に対する積極性を高める上で大いに有効なものである。農

民達は既に行動計画の中で、農民が担うべき役割を実行し始めている。 

 

(2) 農民間あるいは農民と GIDAとの関係の改善 

    本プロジェクトにおける各種活動実施を通じて、いくつかの灌漑事業地における農民間

の関係は改善・強化されている。 

また、これまでは、GIDAの予算的制約から GIDA管轄下の灌漑事業地に対する農民支援

サービスの提供は十分なものではなく、また一方、農民側の政府に対する多大な依存心が

あったこともあって、GIDA と農民との関係は必ずしも良好とは言えず、不信感もあった。

しかし、本プロジェクト実施により、農民と GIDA との相互信頼関係が改善されてきてい

る。 

 

(3) 教育面及び女性へのインパクト 

    ローカルコンサルタントが実施したインパクト調査結果によれば、２つのモデル地区（ア

シャマンとオチェレコ）の 80％の農民が、本プロジェクトの実施により生活水準が向上し

たと回答している。本評価調査団のオチェレコ地区での聞き取りによれば、プロジェクト

のインパクトとして、経済的な改善・所得向上がもたらされたことで女子により高い教育

を受けさせることが可能となった点や、除草機導入により農作業に費やす時間が少なくな

ったことで、女性達は、子供の世話を含む家事により多くの時間を割くことができるよう

になった点が挙げられた。 

 

４－４－５ 財政的インパクト 

  インパクト調査の結果によれば、オチェレコ地区の回答者の過半数の農民が、本プロジェク

ト実施の結果として所得が増加したと回答している。また、80％の農民が生活水準が向上し、

以前と比べて家庭により多くの食糧があり、家族の健康も良くなったことがインパクトとして

挙げられる。 

 

４－５ 自立発展の見通し  

４－５－１ 政策制度的自立発展性の見通し 

  ガーナ国政府は GPRSにおいて、灌漑開発の目標として、毎年 5,000haの新規灌漑事業の開発

を行い、2015年までに延べ 100,000haの新規灌漑開発を行うこととしている。しかし、政府はこ

の目標を達成するための具体的灌漑政策を持っていない。これまで、数十年かけて政府主導で
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開発してきた灌漑面積が 1万 ha程度であることを考えると現実性に乏しい目標と考えざるを得

ない。 

  一方、現在 GIDA は、FAO の支援を受けつつ、実現可能な灌漑政策と展望を策定しようとし

ている。現状に即した実現可能な灌漑セクター政策が策定され、それとともに GIDA の灌漑農

業における役割が政策上きちんと位置付けられることにより、GIDAの政策制度的自立発展性が

確保されると考えられる。 

なお、本格フェーズ実施時には、GIDAが民営化されるのではないかとの危惧もあったが、今

回の評価調査時、GIDA の総裁から、GIDA は政府の灌漑事業地を管理する唯一の機関であり、

民営化せず、その役割を今後も担っていくことが表明された。以上から GIDA の制度的自立発

展性は確保されるものと見通される。 

  GIDAと灌漑事業地の農民との関係に関しては、本プロジェクト実施により信頼関係の改善に

つながっていることは成果である。ただし、灌漑事業地の灌漑管理において、どこまでが農民

の責任範囲で、どこからが GIDA の責任範囲であるのか、必ずしも明確でないといった課題が

残っている。灌漑事業地の自立的な管理のためには、関係者の役割の明確化や役割分担の認識

を共有する必要がある。 

 

４－５－２ 技術面の自立発展性 

(1) カウンターパート 

本プロジェクト期間中、カウンターパートは、日本人専門家と共に活動し、日々の業務

を通じてあるいは、日本での研修を通じてより高い技能を身につけた。特に、このフォロ

ーアップ期間では、技術ガイドラインの作成への参加、GIDA管轄下の各灌漑事業地に対す

る技術研修の実施を通じて技能を身につけた。今後とも継続して GIDA に勤務するのであ

れば、カウンターパートの技術面の自立発展性はあると判断される。 

 

(2) 農民 

     モデル灌漑事業地 2 地区の農民に対する技術移転が実施され、特に、オチェレコ地区で

は、米の 2 期作実施と高い収量を得る技術力が農民に備わった。生産向上意欲が継続し、

農民間の強い社会文化的連帯力が続く限り、農民の技術面の自立発展性は高いと判断され

る。 

     もう一方のモデル地区であるアシャマン地区については、農民の技術力は相対的に高く、

収益性を考慮した最適な栽培作物を選定できる能力を有する高い水準にある。 

     その他 20カ所の灌漑事業地の農民は、本プロジェクトによる研修を通じて得た技術を実

際の作物栽培や農民組織強化等に適用し始めたところであり、いくつかの顕著な効果も報

告されている。しかしながら、さらなる技術力・組織能力の向上が必要とされ、個別技術

をよりよい営農体系へと統合化するには、ガイドラインの内容、すなわち、野菜栽培、水

稲栽培、水管理、営農と普及並びに農民組織、農業機械といった分野の営農技術及び営農

支援サービスに関する研修・指導を、農民に提供し続けることが必要である。 
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４－５－３ 組織的自立発展性 

(1) GIDA 

GIDAの組織的自立発展性は、主として財政状況に左右される。ガーナ中央政府の GIDA

への予算支出は少なく、農民への支援サービス提供に必要な活動予算が極めて少ない。ま

た、職員の給料遅配が発生している。ガーナ国政府の重要政策である食糧安全保障や貧困

削減を実現する上では、GIDAに対し灌漑農業振興に十分な予算が計上されることが必要で

あり、そのことにより GIDAの組織的自立発展性が確保される。 

 

(2) 灌漑事業地区 

2カ所のモデル地区の農民組織の自立発展性については、その組織能力面と管理能力面か

ら高いと判断される。 

一方、その他の 20カ所の灌漑事業地の農民組合が自立発展できる能力を身につけるには、

さらなる時間と支援を提供する必要がある。灌漑施設のリハビリが必要な地区もあれば、

ポンプ灌漑を行っている地区のように、ポンプ運転コスト（主として電気料金）が極めて

高く、採算が合わないケースもある。このような、農民の資金能力では解決困難な課題に

対し、各灌漑事業地の灌漑農業を自立発展させるための経過措置として、政府機関等が適

切な支援策を講じることが必要と考えられる。 

 

４－６ 阻害・貢献要因の総合的検証  

(1) 効果発現に貢献した要因 

1) 本プロジェクトの初期段階で、農民参加型ワークショップ実施のために必要となるファシ

リテーターの養成として、カウンターパート 14 名に技術移転が実施され、実際にワークシ

ョップを経験することで、ファシリテーターとしての能力を身につけた。そのことが、その

後の戦略と行動計画作成をスムーズなものとし、早期に戦略が出来上がることにつながった。

そして、戦略実施が 2003 年 3 月から開始され、農民に対する研修実施の効果と相まって、

GIDA 管轄下の灌漑事業地で各種の成果が出始める要因となっている。プロジェクト目標の

一つは戦略を策定する事にあったが、策定だけでなく実際に戦略の実施を開始することと農

民研修を実施したことが、2カ所のモデル地区のみならず他の 20カ所の灌漑事業地での協力

効果発現に寄与した。 

2) 戦略は、農民参加型で作成されている。農民が直面している問題や解決すべき課題を議論

し、解決すべき事項に優先順位を付け、農民自身の能力で実施できることにつき行動計画と

して取りまとめ、実行に移している。ボトムアップ方式の意志決定により作られた行動計画

であることが、その後の良い成果が発現する要因となっている。また、本プロジェクトによ

り実施状況を定期的にモニタリングしていることも、貢献要因の一つである。 

3) 過去の協力経験から、ガーナ側の予算的困難さが予想されていた。そこで、ガーナ側が投

入すべきローカル予算の支出に不都合が生じたとしても、本プロジェクトの活動推進が妨げ

られないよう、日本側ローカル予算の支出を計画していた。これは貢献要因にあたるかどう

かは、議論のあるところであるが、阻害要因の発生を防いだという点から評価できる。 
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(2) 問題点及び問題を惹起した要因 

プロジェクト成果に対する大きな阻害要因となったとは言えないが、「営農システム」とい

う用語について、その概念や定義が整理されておらず、意志統一できていたとは言えない。「営

農システム」という一般化されていない用語（一般的に使用されていない用語）を計画に用

いたことが、不適切ではなかったかと考えられる。 

 

４－７ 結論 

 本プロジェクトは、灌漑農業を営む中小規模農家のニーズ、ガーナ国政府の食糧農業政策及び

我が国の協力方針に合致する。プロジェクト目標やアウトプットは、それぞれその目標を既に達

成しているか、あるいは、近い内に達成する見込みである。そして、本プロジェクト実施により、

数々の良いインパクトが生じている。特に、GIDA 管轄下 22 の灌漑事業地区において、農民参加

のもと作成された戦略の中の行動計画の実施により、インパクトがもたらされつつある。なお、

自立発展性に関しては、GIDAの財政的脆弱性があるため、これまでの協力により GIDAに蓄積し

てきた技術面とソフト面の能力を活用し、GIDAが灌漑事業地区の灌漑農業の改善と振興を支援す

る機関としての役割を継続するには、制約がある。 

 以上の評価結果から総合的に判断して、本プロジェクトは高い有効性を持ち、多くの良いイン

パクトが生じていることからプロジェクト目標を達成したと言える。また、本プロジェクトによ

り、上位目標である「灌漑公社管轄下における全灌漑事業地の営農システムが改善される」の達

成に向けて基礎が確立されたと言える。 

 また、ガーナ政府機関関係者、本プロジェクトのカウンターパートとの意見交換、ローカルコ

ンサルタントのインパクト調査結果、評価チームによる現地調査・聞き取り結果から判断して、

本プロジェクトは、R/Dに示された目標を達成していると判断する。したがって、本技術協力プロ

ジェクトは、計画通り 2004年 7月 31日をもって終了することが適切であると判断する。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

 達成されたプロジェクト目標を持続発展させ、上位目標の達成を図るには、以下の課題に取り

組む必要がある。 

(1) 技術の指導及び普及の必要性 

   農家の収入増加（貧困削減）のためには、GIDA（Ghana Irrigation Development Authority）は

農家への技術の指導及び普及に一層重点を置くべきである。灌漑施設、農業機械の操作や管

理、マーケティング、農民の組織化等には政府の支援が必要であり、今後、灌漑開発センタ

ーの強化による技術指導及び訓練が行われることが望ましい。 

 

(2) 関連法律・制度の制定 

1990年代に農民参加型灌漑管理（FPIM）の概念が GIDAに取り入れられて以来、それに関

する法律、制度が整備されていなかった。農民参加型灌漑管理を有効的、持続的なものにす

るためには、こうした法律や制度の整備が不可欠である。 

 

(3) 政府によるポンプ灌漑への補助 

   ガーナ国の地形条件を考慮すると、重力灌漑のみで対応することはできず、ポンプ灌漑が

不可欠である。しかしながら、現在のポンプのランニングコスト負担はとても大きく、持続

的発展は難しいため、ガーナ国政府の介入によって、灌漑分野における電気料金、燃料費の

補助が行われることが望ましい。 

 

(4) 灌漑分野への予算拡大の必要性 

   中央政府による GIDA への歳出は非常に小さく、ドナーの援助無しには新規開発や灌漑施

設の改修といった事業が行えない状況である。ガーナ国の持続的灌漑農業の発展のためには、

食糧安全保障や貧困削減といった政策に合致する灌漑農業に対する十分な予算割り当てが必

要である。またそれに加えて、GIDAは例えば灌漑施設整備に District Assembly Common Fund

の充当を検討するといった、財源確保のための多角的な活動を行うことが望ましい。 

 

(5) 政策及び将来の展望の明確化 

   ガーナ国政府の灌漑農業に関する現実的な政策及び将来の展望は存在していない。貧困削

減戦略（GPRS）の中では、毎年 5,000ha の新規灌漑地区の開発をうたっているが、今までの

成果から照らし合わせると、非現実的で過大な目標である。それゆえに現況に則した政策と

展望を打ち立てるべきである。 

 

５－２ 教訓 

(1) 農民の自主性の重視 

各灌漑地区において、農民の灌漑農業開発に対する強い意欲が見られたが、これは GIDA



 

 31

の支援により実施された一連のワークショップ及び訓練を通じて醸成されたものである。 

プロジェクトを成功裏に実施するためには、開発の主役である農民が主要や役割を担い、

彼らの意志で考え、行動することが必要であり、その際、適切な指導および支援が必要とな

る。彼らが自立するために彼ら自身がやる気を持つことが必要である。 

 

(2) 個別技術と支援活動を総合化した営農システムの確立 

オチェレコ灌漑地区における成功は確立された営農システム、すなわちプロジェクトによ

る様々なサービスの提供を通じての支援及びそれによって改善された営農活動にある。 

プロジェクトの自立発展を保証するためには、個別技術（栽培、水管理、農業機械及び農

民組織）及び支援サービス（投入材のための融資、技術指導、訓練等）により構成される確

固たる営農システムの確立が必要である。 

 

(3) 灌漑農業のための作物選択 

アシャマン灌漑地区の多くの農民は収益性の高い農業を追求し、作物を従来のコメからオ

クラ、生食トウモロコシ、キャベツ、チリ、トマト、ハクサイ等、高収益の野菜に転換しつ

つある。 

灌漑農業における高い生産費及び近年の輸入米との厳しい価格競争に照らし、灌漑条件下

での稲作は魅力的なものではないかもしれない。灌漑栽培作物の選択は収益性及び市場性を

考慮して行うべきである。 

 

５－３ 今後の方向性 

 本プロジェクトでは、本格フェーズの 5年間に蓄積した技術をガイドラインとして取りまとめ、

GIDA 管轄下の灌漑事業地 22 地区の灌漑農業振興のための戦略が策定された。本プロジェクトの

大きな成果の一つは、ガーナ国政府が提唱する「農民参加型灌漑管理」への取組が、GIDA職員と

農民とのワークショップ実施及び研修を通じて、初めて 2 カ所のモデル地区以外の地区でも、具

体的に動き始めたことである。つまり、既に述べたとおり、「灌漑公社管轄下における全灌漑事業

地の営農システムが改善される」という上位目標の達成に向けた礎を築いたことである。また、

本プロジェクトの成果を継続させ、さらに発展させる必要性を、農民をはじめ政府関係者におい

ても広く共通認識として持つようになったことも、大きな成果の一つである。そのことから、本

評価調査における関係者への聞き取りや意見交換の場において、食糧農業省次官、GIDA総裁、灌

漑事業地マネージャー、農民代表等から本プロジェクトの成果を発展させるための JICAの更なる

支援協力の要望が繰り返し表明された。 

ガーナ国政府側からは、本プロジェクトの成果を維持発展させることを目的に「参加型灌漑管

理計画」に関する協力につき要望が出されている。本調査団は、新規案件に関してガーナ国政府

側と具体的に協議する役割を持たないことは、ガーナ側関係者に繰り返し説明してある。ただし、

このガーナ側の要望と今次の評価結果を踏まえ、JICA ガーナ事務所と協議を行った結果、同新規

案件について、本調査団として、以下のとおり報告するものである。 

(1) プリフェーズの実施について 

「参加型灌漑管理計画」に関する追加情報として、在ガーナ国日本大使館、及び JICAガー
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ナ事務所から、マスタープラン策定のための 2年間のプリフェーズの実施が提案されている。

しかしながら今次調査の結果、GIDA関係者、日本人専門家からの情報を総合すると、求めら

れているのはマスタープランの策定ではなく、上記「提言」で述べられている農民参加型灌

漑管理に係る政策や法律、規制等の策定支援である。これらは、「参加型灌漑管理計画」を効

率的効果的に実施する上で、必要不可欠な取組である。 

従って、「参加型灌漑管理計画」の実施に先立って、制度改善等に焦点を置いた２年間程度

のプリフェーズを実施し、その成果を確認した上で「参加型灌漑管理計画」の実施を検討す

ることが望ましいと考える。 

 

(2) プリフェーズの概要について 

  プリフェーズの実施については、今次評価調査の結果も踏まえ、JICAガーナ事務所と GIDA

との間で協議が行われており、その概要（案）が作成されている。 

 

(3) プリフェーズ実施時期について 

  本プロジェクトは上記「評価結果」の通り、2004年 7月 31日をもって終了するが、GIDA

所管の灌漑地区の施設は老朽化が進み改修等が焦眉の課題となっている。しかしながら、施

設維持管理等に関して GIDA と農民との間で責任分担を明確化する合意書やそれを裏付ける

法律等が整備されていないことが大きな障害となっている。 

  一方、GIDA は、こうした制度面の改善を早急に進める必要性を認識しており、FAO の支

援を受けてコンサルタントを傭上し、法整備等に必要な作業を年内に進める計画がある。 

 したがって、同コンサルタントと協力しつつ、本プロジェクトの成果を生かした制度改善

支援を行うためには、本プロジェクト終了後、早急にプリフェーズの実施が望まれる。 
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